２０１５年度

山形県予算編成に向けた連合山形「県所管部門との意見交換」

Ⅰ．雇用・労働について
１．「やまがた新雇用安定プロジェクト」の推進について

（１）「やまがた新雇用安定プロジェクト」の実施最終年度であるが、雇用情勢が改善に進み、有効求人倍率は目標とした1.0倍を超え、５月の有効求人倍率は1.26倍となった。しかし、正社員の有効求人倍率は0.56倍でしかなく、安定雇用への改善にはまだほど遠いと言える。これまでの緊急的な雇用創出から、安定的な雇用創出を図っていくためのプロジェクトであればこそ、産業振興と安定的な雇用を両軸とした取り組みを積極的に行うこと。

３．女性が就労しやすい職場づくりへの促進について

（１）2012年就業構造基本調査によれば、女性労働者の出産・育児を理由とした離職が増えており、また、妊娠や出産を理由に退職や雇用形態の変更を強いられるなど、いわゆるマタニティーハラスメントに関する相談が連合山形に多く寄せられている。安心して子育てしながら就労できる職場環境を作るため、行政として防止対策をとること。また、やむなく出産や育児のために離職した女性を再雇用する際には、「山形いきいき子育て応援企業」支援措置としての奨励金交付制度の、出産・育児で職場を離れた女性を正職員として再雇用することへの助成金制度について積極的に周知し、正社員として雇用の安定をはかること。
Ⅱ．行政政策について
１．少子高齢化、人口流出対策について

総務省の発表によると、山形県の人口減少率は、秋田県（マイナス1.18％）、青森県（マイナス1.04％）についでマイナス0.90％と拡大し、仕事を求める若い世代が地方から都市に移り住んでいるとみられる。その結果、高齢化が進み人口に占める65歳以上の割合は、山形県は全国平均を大きく上回っている。また、「2040年には、県内の８割の市町村で若い女性が半減する」「28市町村が消滅する恐れがある」などと民間の団体が発表している。人口減少対策を効果的に進めるため、2014年6月に、県は庁内にプロジェクトチームを設置したが、少子高齢化対策および人口流出対策に力を入れ、山形県に定住する環境の整備を行うなど、対策を講じること。
７．地域医療の充実に向けた人材確保対策について
地域医療の中核を担っている公立病院は、医療の不採算部門も担いながら、地域住民の命を守るため重要な役割を担っている。しかし、医師、看護師など人材不足が深刻になっており、その確保対策が重要になっている。人材確保には、夜間勤務など過酷な勤務状況の改善や処遇改善が必要であるが、国が示している公立病院改革ガイドラインは、公立病院の経営形態を経営移譲、指定管理者、独立行政法人化などに見直すことを求めており、職員の雇用や労働条件に重大な影響を及ぼしかねないものである。地域医療を守るため、医療提供体制（公立病院・診療所）の整備にむけた「新たな財政支援制度（904億円）」を活用し、医師・看護師等の人材確保及び、職場環境の改善など施設・設備整備等の財源を確保すること。

Ⅲ．産業政策について
２．情報通信政策について
　　　集中豪雨や地震などによる自然災害が近年頻繁に発生しており、山形県内においても２年連続で７月期に大雨による河川の水位上昇などにより避難指示・勧告等が出されたほか、道路への土砂崩落などにより集落の孤立状態が生じたところである。
一方、２０１３年３月末のＩＣＴ基盤（超高速ブロードバンド基盤）の整備状況は、全国で９９．４％となっており、山形県内においても同等の整備状況にある。
このような中、センサー技術の飛躍的な小型化・低消費電力化・低価格化の進展により、道路や橋梁などのインフラ管理など、あらゆる分野のあらゆるものに通信機能が搭載されつつある。すべてのものがインターネットにつながる「ＩｏＴ（Internet of Things）」の時代が到来し、Ｍ２Ｍ（Machine to Machine）の活用が急速に拡大していくものと想定されている。
このことから災害時において的確な状況把握を行い初動の迅速化を図るため、ＩＣＴ基盤を活用した河川水位や河川洪水、地下道の冠水、土砂災害などを管理・観測する防災対策の充実をはかること。

３．米沢－福島間での冬季救済道路整備について
自然災害が頻発していることを鑑み、被害を最小限に抑える｢減災の視点｣での取り組みが重要である。今年2月14日～16日にかけての突発的な大雪は、関東甲信越地方のライフラインを寸断した。山形県内では特に15日9時過ぎ、上りつばさ120号が福島県境の大沢駅で立ち往生し、翌朝福島駅に到着する事象が発生した。米沢－福島間は山岳地帯であり、特に雪害対策についてＪＲ東日本は、倒木対策、除雪対応の強化、さらには長時間運転できない場合に、お客様への食事の提供するための備蓄庫設置などを進めてきている。しかしながら、今後も同じ事象が想定され、停電ともなれば、暖房や照明も無く、更なる被害の拡大が危惧される。
米沢－福島間の駅で停車した列車に対しては、冬季間は救済に向かう大型バスの通行ができないとされている。加えて、除雪作業や、踏切安全確保のための要員配置にも道路確保されていなければ、結局長時間救済できない状態に陥る。
このような状況を踏まえ、冬季間、米沢－福島間での列車救済を前提とした減災の視点で、事業者の負担や対応を求めるだけではなく、当該自治体および山形県も一体となったお客様救済のための道路整備（県道232号線）を進められたい。合わせて、ＪＲ線路除雪作業確保のため、県道の除雪体制を強化すること。

９．山形県産業のクラスター化推進について
　今、山形県内の産業はグローバル化の荒波にさらされており、特に自動車・電機などの産業はグローバル競争の中で優位性のない企業は生き残りが難しい状況にある。
この様な状況の中で生き残るには、企業をグローバル・ニッチトップ化（世界トップシェアの優れたものづくり力を有する企業）することも重要な手段である。その事例としては、京都府精華町でアキシャルピストンポンプを製造する㈱タカコがある。同社は高度加工技術を必要とする部品の量産を受注し、東大阪地域等に多数存在する優れた単工程の加工を行う中小企業に発注する共同受発注会社である。
具体的なイメージとしては、山形県の今後の中核産業となりえる有機ＥＬ照明事業において、事業の中核となる企業を誘致し、その中核企業と山形県内の優れた技術を持つ中小企業が連携して山形での産業群（クラスター）を形成し、グローバル・ニッチトップ企業群を山形県に囲い込む事である。
中核企業をグローバル・ニッチトップ化し、永続的に発展させるためには、山形大学などとの連携や世界的なマーケット戦略、山形県がコーディネーター役として県内の産学官が連携する仕組みが必要である。
その為には、山形県の強い中核企業をグローバル・ニッチトップ化し、それを支える力のある中小企業群を育成・強化してクラスター化し、山形県として世界市場で優位性のある企業群の囲い込みを推進する取組みを行うこと。
Ⅳ．福祉・社会保障について
１．医療施策の充実について

（３）急性期病院から回復期病院へ、さらに地域の施設や在宅での医療へと切り替えが進む中で、地域による格差がなく、平等に医療が受け入れられる様な具体的施策を市町村と連携して講ずること。

また、在宅の難病患者が一時入院する際、1回14日の上限日数を引き上げるとともに、１年度につき合計70日以内で複数回申請が可能となるよう改めること。また、受け入れる医療機関をさらに拡充すること。

２．介護施策の充実について

山形県介護職員サポートプログラムが策定されているが、養成・教育機関の充実、介護従事者の離職防止の強化とりわけ雇用環境・待遇改善の具体的数値目標を入れるなどさらなるプログラムの強化に努めること。

３．子育て支援・人づくり施策の充実について

（１）やまがた子育て応援プランが策定されている中、子ども・子育て支援新制度に伴う新たなプラン策定に向け、県内すべての市町村で計画が策定されることになっているが、計画策定の点検と保護者に適切に情報が公開されるよう働きかけること。

　　　　また、仕事と家庭の両立を支援する保育サービス（病児・病後児保育施設・体調不良児対応型施設）のユニバーサルサービスが受けられる施策の充実と人材確保・職員の処遇向上に努めること。

Ⅴ．教育について
１．いじめ対策への対応について
　　児童、保護者、教育委員会等への多様化した対応が求められる中、中学校教職員の労働時間は世界一となっているが、県内において労働組合が行った時間外調査でも、月平均１００時間を超える人が増加しており、メンタルヘルスに罹患し休職する人も増加している。
このような中、今年４月には「山形県いじめ防止対策方針」が策定されたが、学校や教職員の対応について、これまで以上に負担が増加していることから、子どもたちの教育環境にも影響しないよう、担当者の増員など検討すること。
また、いじめを防止するために、学校間で事例などを水平展開し、情報を共有化する取り組みや、教育行政や学校、家庭や地域が一体となった対応を重視すること。

５．高等養護学校と特別支援学校の就労体験実習および就労への支援について
　　　高等養護学校で行われている就労体験実習や就労先の開拓は教員が行っており、受け入れ先の状況や教員の負担なども大きく困難な業務となっている。現在、準備が進められている特別支援学校の就労コースにおいても同様の課題が生ずる懸念がされることから、支援員の配置や予算措置を検討すること。
Ⅵ．環境について
１．食品ロス削減の取り組みについて
　　山形県においては、「やさいクル事業」や「ごみゼロやまがた県民運動」など、食品ロスの削減に取り組まれているが、県民からの認知度が低く、削減していくためには更なるＰＲが必要である。
　　食べ残しや料理くずを肥料として、学校構内で野菜栽培し、食育や環境教育へつなげる活動や、やさいクル事業の回収場所を増やすなど、ＰＲ活動を積極的に実施すること。
２．小型家電リサイクルについて　　
　　「小型家電リサイクル法」が施行されて１年余り経過するが、県内では上山市が試験的に、また、山形市も本年７月より小型家電リサイクル事業が開始された。廃棄時にリサイクル料を支払うものと違い、利用者に費用の負担は生じず、自治体では、ゴミ処理費が軽減され、また、廃家電に含まれる有害物質である鉛の処理費も軽減され環境対策にもなる。しかし、市町村では初期費用など、リサイクル事業者も新たな投資が必要となることや、廃棄家電に残っている「個人情報」の保護が対策課題としてあることから、小型リサイクル事業への指導や支援を行うこと。

